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年号 FASB の発行物 
1985 年 概念ステートメント第 6 号「財務諸表の構成要素」 
1990 年 討議資料「負債証券と持分証券の識別ならびに両者の性格を持つ証券の会計」 
2000 年 公開草案「負債，資本あるいはその両方の特徴を持つ金融商品の会計」 
2000 年 公開草案「負債の定義を改訂するための概念ステートメント第 6 号の修正」 
2003 年 基準書 150 号「負債と資本の両方の特徴を持つ特定の金融商品の会計」 




 現行、米国会計基準は、1985 年 11 月に公表された概念フレームワークである「概念書
第 6 号，財務諸表の構成要素（Elements of Financial Statements，Statement Financial 












































 しかし SFAC6 では、営利企業では、資本は所有主の請求権であるとしている（par.60）。
この文言からすると、会計主体は、営利企業の所有者であるととらえることができる。 








（Distinguishing between Liability and Equity Instruments with Characteristics of 









時の米国の証券取引委員会（Securities and Exchange Commission）の会計連続通牒













                                                   

















 公開草案「負債，資本あるいはその両方の特徴を持つ金融商品の会計（Accounting for 


















































































                                                   















持分 持分 持分 負債 負債 














 また、c.(2)の規準により、株価連動型報酬受給権（Stock Appreciation Rights：SARs）
は、資本に分類されることとなる。例えば株式の公正価値が$20 のときに、企業が従業員



















 FASB は公開草案を再検討した結果、2003 年 5 月に基準書 150 号「負債と資本の両方
の特徴を持つ特定の金融商品の会計（Accounting for Certain Financial Instruments 
with Characteristics of both Liabilities and Equity，Statement of Financial Accounting 















 2001 年に設立された IASB(国際会計基準審議会：International Accounting Standards 
Board）8は、その前身である IASC（国際会計基準委員会：International Accounting 
Standards Commitee）が 1989 年に公表した「財務諸表の作成および表示に関するフレー
ムワーク（Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statements）」
を 2001 年に採用し、その一部が差し替えられた「財務報告のための概念フレームワーク
2010（The Conceptual Framework for Financial Reporting 2010）」を、2010 年 9 月に
公表した9。これによると、財務諸表の構成要素である資産・負債・資本は以下のように定
                                                   
7 公開草案「負債の定義を改訂するための概念ステートメント第 6 号の修正」では、負債
の定義そのものを変更するのではなく、その定義に脚注を新たに付け加えることによって、
資産の譲渡による義務には持分株式を発行する義務も含まれているという解釈を行った。 
8 IASB が公表する一連の会計基準を総称して、IFRS（国際財務報告基準；International 

















 また、2003 年に公表された「金融商品：表示（Financial Instruments：Presentation）」
（以下 IAS32 号とする）では、次の条件のいずれかを満たす金融商品を金融負債とし、こ
の条件を満たさない金融商品を資本に分類することと定められている（par.11）。以下では、










































                                                   
10 具体例としては、取得請求権付株式が挙げられる。 

































 図表：IAS32 号の金融商品の取扱い 
















































































































 2006 年 2 月に FASB と IASB は覚書「国際財務報告基準と米国会計基準へのロードマ
ップ」（以下 MoU とする）を公表し、様々な項目でコンバージェンスの合意を確認してい
る。これを受け FASB は、SFAS150 公表後、新たなアプローチの開発に着手し、2007 年
11 月に予備的見解「資本の特徴を有する金融商品（ Financial Instruments with 
Characteristics of equity，Preliminary Views）」（以下予備的見解とする）を公表した。 
 これを受け、IASB は、2008 年 2 月に討議資料「資本の特徴を有する金融商品
（ Discussion Paper.Financial Instruments with Characteristics of equity）」を公表し
た。この討議資料は、予備的見解についてコメントを求めるためだけに発行されたもので
あり、IASB 自身の見解を示したものではない。資本の特徴を有する金融商品のプロジェ
クトは、FASB との MoU 項目であり、共同で検討が進められてきたものでる。しかし、









































































































 現行の米国会計基準 基本的所有アプローチ 
強制償還株式 負債 資本 
（償還額で再評価） プッタブル株式 資本 
優先株式 資本 負債 
                                                   
15 具体例としては、永久優先株式が挙げられる。 
16 1 セントのワラント（行使価額 1 セントや 1 セントのワラント）は、通常、権利行使さ
れることから、資本に分類される（Appendix C，Table 2，10）。 
17 山田［2012］の P.70 から引用。 
23 
 
ワラント 資本 負債（再評価） 
ストック・オプション 資本 負債（再評価） 































































 上述したように、IASB では、負債と資本の区分の規準について、IASB 自身の見解を明
確に示していない。損失吸収アプローチとは、2008 年 1 月に PAAinE（Proactive 
Accounting Activities in Europe）から公表された討議資料「資本の特徴を有する金融商
品」（Discussion Paper.Distinguishing between Liabilities and equity）で取り上げられ
たアプローチである。PAAinE とは、EFRAG（ 欧州財務報告諮問グループ：European 
Financial Reporting Advisory Group）とヨーロッパの各国の会計基準設定主体で、IASB
の議論（agenda）の重要な項目について議論する組織である。そのため、PAAinE から公


























 先述したように、IAS32 号では金融負債の条件を規定している。この IAS32 号の方法を




















SFAS150 号 負債 資本 資本 資本 
基本的所有アプローチ 負債 負債 負債 資本 
無期限アプローチ 負債 負債 資本 資本 
IAS32 号（所有・決済アプロ
ーチ） 








                                                   































































































































                                                   













                                                   




































 売建 買建 
コール・オプション ワラント 取得条項付株式 
















1. コール・オプションの目的となる株式数：普通株式 1,000 株（コール・オプション 1
個につき 100 株） 
2. 発行数：10 個 
3. 払込価額：1 個につき$1,000（1 株につき$10） 














価値（本源的価値）が$10.00 から$51.00 に上昇しているが、View1 では、オプションの
市場価値の変動を会計的に認識することはない。満期日前までで企業の純資産の価値は、













スケジュール 125                                                   単位:＄ 
 
19X1 年 6 月 29 日 
オプション発行日
19X1 年 6 月 30 日 
満期日前 
19X1 年 12 月 30 日 
オプション行使日
19X1 年 12 月 31 日 
オプション 
を発行しない場合 
19X1 年 12 月 31 日 
現金 100,000 110,000 110,000 210,000 100,000 
投資有価証券 900,000 900,000 1,400,000 1,400,000 1,400,000 
資産合計 1,000,000 1,010,000 1,510,000 1,610,000 1,500,000 
買掛金 100,000 100,000 100,000 100,00 100,000 
資本金（普通株式） 900,000 900,000 900,000 1,010,000 900,000 
オプション  10,000 10,000   
利益剰余金 000,000 000,000 500,000 500,000 500,000 
資本合計 900,000 910,000 1,410,000 1,510,000 1,400,000 
負債と資本の合計 1,000,000 1,010,000 1,510,000 1,610,000 1,500,000 
発行済株式総数 9,000 9,000 9,000 10,000 9,000 
株価 100.00 100.00 151.00 151.00 155.56 
オプション数  1,000 1,000   
オプション市場価値  10.00 51.00   
                                                   




























スケジュール 226                                                   単位:＄ 
 
19X1 年 6 月 29 日 
オプション発行日
19X1 年 6 月 30 日 
満期日前 
19X1 年 12 月 30 日 
オプション行使日
19X1 年 12 月 31 日 
オプション 
を発行しない場合 
19X1 年 12 月 31 日 
現金 100,000 110,000 110,000 210,000 100,000 
投資有価証券 900,000 900,000 1,400,000 1,400,000 1,400,000 
資産合計 1,000,000 1,010,000 1,510,000 1,610,000 1,500,000 
買掛金 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 
オプション 000,000 10,000 51,000 000,000 000,000 
負債合計 100,000 110,000 151,000 100,000 100,000 
資本金（普通株式） 900,000 900,000 900,000 1,051,000 900,000 
利益剰余金 000,000 000,000 459,000 459,000 500,000 
資本合計 900,000 900,000 1,359,000 1,510,000 1,400,000 
負債と資本の合計 1,000,000 1,010,000 1,510,000 1,610,000 1,500,000 
発行済株式総数 9,000 9,000 9,000 10,000 9,000 
株価 100.00 100.00 151.00 151.00 155.56 
オプション数  1,000 1,000   
オプション市場価値  10.00 51.00   
                                                   




















スケジュール 327                    単位:＄ 
 View1 
オプション行使日
19X1 年 12 月 31 日 
View2 
オプション行使日
19X1 年 12 月 31 日 
現金 210,000 210,000 
投資有価証券 1,400,000 1,400,000 
資産合計 1,610,000 1,610,000 
買掛金 100,00 100,000 
資本金（普通株式） 1,010,000 1,051,000 
利益剰余金 500,000 459,000 
資本合計 1,510,000 1,510,000 
                                                   
27 FASB[1990]の P.29 を基に作成。 
39 
 
負債と資本の合計 1,610,000 1,610,000 
発行済株式総数 10,000 10,000 






















































 View1 View2 
19X1 年 6 月 30
日 
現金 10,000／資本 10,000      現金 10,000／オプション 10,000 
19X1 年 12 月 30
日 
仕訳なし 損失 41,000／オプション 41,000 
19X1 年 12 月 31
日 
現金  100,000／資本 110,000 
資本    10,000 
現金     100,000／資本 151,000 
オプション 51,000 
正味（ネット） 
現金 110,000／資本 110,000 





















































































































































第二項 EITF の会計処理 
 
 米国では SFAS150 が公表される以前、自社の株式を対象としたオプション取引に関す
る会計処理は、FASB の EITF（緊急問題タスク・フォース：Emerging Issues Task Force）
によって定められていた。そこで、まず、EITE の会計処理を見て、現行の会計基準であ













ていた。その解決をはかるために公表されたのが EITF の 96－13 号である。 







 図表：EITF の 96－13 号の自社株式を原資産とする売建プット・オプションの会計処理
31 





































資本 ○ ○  ○ ○ ○ ○   
負債   ○     ○ ○ 
  





2003 年に SFAS150 を公表し、現在でも当該会計基準が、プット・オプションの会計処理




























 図表：SFAS150 の自社株式を原資産とする売建プット・オプションの会計処理32 






































資本          
負債 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
                                                   







自社の株価が 20 ドルで取引されている ABC 社は、1 株の自社株式に対するプット・オプ
ション契約を 2 ドルで売却したとする。当該プット・オプションの行使価格は 19 ドルに
設定されている。 
 まず、満期日の株価が 19 ドル以上の場合、ホルダーはアウト・オブ・ザ・マネーの状
態となり、プット・オプションを行使しないため、ABC 社は自社株式の買戻しの義務を負
わず、2 ドルのプレミアム分だけ得をしたと考えられる。 
 次に、満期日の株価が 19 ドルの場合、ホルダーはアット・ザ・マネーの状態となり、
プット・オプションを行使したとすると、ABC 社は自社株式を 19 ドルで購入することと
なるが、2 ドルのプレミアム分を差し引き、純支出額は 17 ドルということなる。つまり、
ABC 社は自社株式を市場価格より 2 ドル低いコストで購入できたことになる。 
 さらに、満期の株価が 17 ドルの場合、ホルダーはイン・ザ・マネーの状態となり、プ
ット・オプションが行使され、ABC 社は自己株式を 19 ドルで購入することとなるが、2
ドルのプレミアム分を差し引き、純支出額は 17 ドルということなる。つまり、ABC 社は
自社株式を市場価格と等しく購入したこととなるので、得も損もしていないと考えられる。 
 最後に、満期日の株価が 17 ドル未満の場合、ホルダーはイン・ザ・マネーの状態とな
り、プット・オプションを行使することとなり、ABC 社は自己株式を市場価格よりも高い
19 ドルで買戻さなければならない。例えば、ABC 社の株価が 12 ドルの場合、ABC 社は
自社株式を 19 ドルで購入することとなるが、2 ドルのプレミアム分を差し引き、純支出額
は 17 ドルということなる。つまり、ABC 社は自社株式を市場価格より 5 ドル高いコスト
で購入しなければならず、5 ドル分損をしたと考えられる。 
 以上が、ABC 社の株価の変動を考慮した場合のプット・オプション取引の帰結と ABC
社にとっての損得である。ただし、ここで示された ABC 社の損得は、後述する会計上の
損益とは必ずしも一致していない点には注意が必要である。以下に、参考として、これま
で述べてきた ABC 社のペイオフについて図表を作成したので、載せておくこととする。 
 次節では、この設例を基に、プット・オプションの具体的な会計処理について検討する。




そこでは、満期日の株価が 12 ドルで、プット・オプションが行使された場合の ABC 社の
会計処理を検討する。なお、ここでは、現物決済を想定している。以下に 4 つの考えられ
る会計処理を示す。 



























































































































設定時（株価 20） 現金 2／資本 2 現金 2／オプション 2 
設定期間中（期末） 仕訳なし 損失 5／オプション 5 OCI5／オプション 5 
行使時（株価 12） 仕訳なし オプション 7／利益 7 オプション 7／資本 7 オプション 7／資本 7 
         損失 5／OCI5 
正味（ネット） 
現金 2／資本 2 現金 2／利益 2 
現金 2／資本 7 
   損失 5／ 
現金 2／資本 7 
   損失 5／ 
 







第五節 Ohlson and Penman[2005]の所有主理論 
 
 ここでは、オプションから損失が生じる第三、第四の会計処理の考え方を間接的に支え













“windfall”gains and losses）は、その他の包括利益で認識する。 
 ここで、その他の包括利益累計額の残高を、PCC が決済されるか未決済に終わったとき








 以上のように Ohlson and Penman の所有主理論では、未決済の PCC は、普通株式を
除き全て負債に計上すべきであり、公正価値により測定されるべきであるとしている。そ














1. ワラントの目的となる株式数：普通株式 20 株（ワラント 1 個につき 1 株） 
2. 発行数：20 個 
3. 払込価額：1 個につき$10 
4. 行使価額：1 個につき$30 
5. 第 1 期期首の株価$30 
6. 第 1 期期末の株価$35 
7. 第 2 期期末の株価$40 
8. 貸手の計算利子率 8％ 
 
 借方 貸方 
第 1 期期首 現金 200   負債 200 

















 Ohlson and Penamn[2005]の所有主理論では、第 1 期の期首にワラントを発行し、その
際払込まれた現金を、負債に計上する。 
                                                   
37 Ohlson and Penman［2005］の P.31-32 を基に作成。 





 第 1 期の期末に、当該負債を公正価値で再測定する。公正価値の変動は、借入による貸
手の計算利子と未実現損失に分けて計上される。貸手の計算利子は純利益に含まれ、未実
現損失はその他の包括利益に含められる。 
 第 2 期の期末に、普通株式が市場価格（時価）で発行され、負債が消滅する。（期首の
負債の公正価値に係る）貸手の計算利子と実現利得が計上される。 
 前の設例では、第 1 期の期首に払込まれた金額と行使時に払込まれた金額を通算すると
1 株当たり＄40 となり、第 2 期期末の株価の時価＄40 と同じになるため、結果的に通常
の時価発行をしたのと同じ効果を生むこととなり、正味（ネット）では損益がゼロとなっ
てしまう。 




 借方 貸方 
第 1 期期首 現金 200   負債 200 






































が考えられた。さらに、この点については Ohlson and Penman の提唱する会計処理につ
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